
第２章 アンケート調査の回答者概要 

 

１．回答者数と回収率 

 送付数 回答数 回収率 

全 体 １１５ ５０ ４３.４％ 

内

訳 

市・町 ２５ １２ ４８.０％ 

地域包括支援センター 

（行政直営型含む） 

９０ ３８ ４２.２％ 

 

・回答が寄せられた３８カ所の内、２４カ所が社会福祉法人等への委託型、 

１４カ所が行政直営型だった。 

 

 

２．高齢者虐待防止法第１７条による事務委託の有無について 

＜市・町＞             ＜地域包括支援センター＞ 

 カ所   カ所 

している ３ されている １２ 

していない ９ されていない １８ 

わからない ０ わからない ７ 

 無回答 １ 

 考 察  

高齢者虐待防止法第１７条「事務の委託」により、「相談、指導及び助言」 

「通報又は届出の受理」「高齢者の安全の確認その他通報又は届出に係る事実 

の確認のための措置」「養護者の負担軽減のための措置」の全部又は一部を委 

託することが出来る。 

この事務委託の有無について、市・町、地域包括支援センターの回答に差

があり委託内容及び役割について再度確認が必要と考える。 

直営型 
１４カ所 

37% 

委託型 

２４カ所 

63% 

回答した地域包括支援センターの種類 

４ 



３．高齢者虐待対応で使用している帳票について 

＜市・町＞             ＜地域包括支援センター＞ 

 カ所   カ所 

日本社会福祉士会高齢者

虐待対応帳票を使用 
４ 

日本社会福祉士会高齢者

虐待対応帳票を使用 
１３ 

上記以外の帳票を使用 ５ 上記以外の帳票を使用 １４ 

日本社会福祉士会帳票と

それ以外の帳票を併用 
１ 

日本社会福祉士会帳票と

それ以外の帳票を併用 
２ 

何も使用していない ２  何も使用していない ３ 

 不明 ６ 

   ＊帳票使用率 ＜市・町＞８３.３％  ＜包括＞７６.３％ 

 考 察 

  栃木県と栃木県社会福祉士会が共催で使用に関する研修を行っている「日 

本社会福祉士会高齢者虐待対応帳票」を含む帳票を使用している機関が３９カ

所６８％あった。 

 グループインタビュー（聞取り調査）では、高齢者虐待対応帳票を使用した

ことにより「帳票にそって情報を記入していくことで虐待発生要因がわかり支

援方針と役割分担が容易になり、高齢者虐待関連会議の時間が短縮した」との

話が複数聞かれ有効性を確認した。 

 

 

４．平成２６年度１年間の相談総数における高齢者虐待相談件数の割合を調 

査する設問だったが、その意図が伝えられずに回答に相当なばらつきが出 

たため、集計から削除した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 



５．高齢者虐待を担当する職員数について 

＜市・町＞ 

  （カ所） 平均（人） 

管理職 

０人 2 

１．２７ 

１人 6 

２人 1 

３人 2 

不明 1 

管理職以外の職員 

１人 3 

２．３３ 
２人 3 

３人 5 

４人 1 

＜地域包括支援センター＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

考 察 

 地域包括支援センターの担当職員数の中央値が３人であることから、社会福

祉士・保健師・主任ケアマネジャー全職種が担当している可能性が高いと考え

られる。 

 市・町では、平均的に管理職１名、その他の職員２名が担当していると伺え

る。 

 

 

  （カ所） 平均（人） 

管理職 

０人 7 

１．０３ 

１人 24 

２人 1 

不明 2 

未回答 3 

管理職以外の職員 

１人 7 

２．９４ 

２人 4 

３人 13 

４人 6 

５人 3 

６人 1 

１０人 1 

不明 2 

６ 



６．回答者の職種と高齢者虐待を担当している年数について 

＜市・町＞ 

職 種 人数  担当年数 人数 

 事務職 ７  ２年未満 ５ 

 社会福祉士 ３  ２年 ２ 

 保健師 １  ４年 ２ 

 高齢者相談員 １  ５年 ２ 

 平均担当年数 ２.７５年 

＜地域包括支援センター＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．１年間の業務時間を１００とした場合の高齢者虐待関連業務の割合 

 ＜市・町＞           ＜地域包括支援センター＞ 

割合 カ所 平均  割合 カ所 平均 

５％ １  

 

９％ 

２％ １  

 

 

１０．８％ 

１０％ ３ ３％ ２ 

２０％ ４ ５％ １０ 

２５％ ２ １０％ １４ 

４０％ １ １５％ ２ 

無回答 １  ２０％ ７ 

   ３５％ １ 

 

職 種 人数  担当年数 人数 

 社会福祉士 ３０  ２年未満 ２ 

 主任介護支援専門員 ５  ２年 ７ 

 看護師 ２  ３年 ２ 

 社会福祉主事 １  ４年 ３ 

 ５年 ５ 

 ７年 ６ 

 ８年 ５ 

 ９年 ５ 

 １０年 ２ 

 平均担当年数 ５.５年 

無回答 １ 

考 察  高齢者虐待担当年数の平均が市・町職員より地域包括支援センター職員が 2.75 年長 

い。地域包括支援センター職員の方が虐待事例の経験も多いと推察できる。 

  地域包括支援センター職員の高齢者虐待担当年数の中央値が２年と短い。職員の交代が 

早く虐待対応の経験年数が少ないことが分かる。 

  高齢者虐待関連業務は出現する事例件数が少ないことから年間１０％程度になっていると 

考えられる。経験年数が少ないことを加味し高齢者虐待対応の困難性の要因と考える。 

７ 


